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 全国各地に高規格幹線道路のミッシングリンクが存在している。幹線鉄道においても整備途上である。

交通ネットワークの整備の状況（新幹線・リニア中央新幹線・高規格幹線道路・
空港・長距離フェリー）
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高速道路の車線数の各国比較

 欧米において高速道路は平均4車線以上であるのに対し、日本は暫定2車線区間も多く、片側1
車線が約4割を占めている。

高速道路の車線数別延長の構成比

4出典：令和３年版交通政策白書より国土政策局作成



都市間連絡速度

 都市間移動の速達性を表す都市間連絡速度を見ると、幹線道路ネットワークが未整備の地域
では遅い傾向にあり、諸外国と比較すると、我が国の都市間の速達性は低い水準にある。

5出典：道路局資料より国土政策局作成

※この地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではない。

※都市間連絡速度の算出方法 :
対象は113都市、208リンク。ETC2.0(R2小型車)の旅行速度データを用いて算出



アジア主要港のコンテナ取扱個数

 1984年にはコンテナ取扱個数で世界のトップ10に我が国の2港が入っていたが、今では順位を大きく
落とし、中国等のアジア主要港が上位を占めている。

出典：国土交通省港湾局資料より国土政策局作成 6



諸外国の主なコンテナターミナル

 我が国の水深16m以深のコンテナバース延長は、アジア・欧米と比べて短く、コンテナ船の大型化に
対応した港湾整備の面で後塵を拝している。

上海港 寧波-舟山港 深圳港 広州港 青島港

23 19 17 6 20

天津港 厦門港 大連港 主要８港合計

13 4 6 108
【参考】 中国（香港港を除く）のコンテナ取扱貨物量の約７割を占める主要８港を記載。

釜山港 仁川港 光陽港 合計

26 6 8 40
京浜港 阪神港 名古屋港 合計

8 7 2 17

【日本】

【中国（主要港）】 ※香港港除く

【韓国】

高雄港 台北港 合計

7 4 11

【台湾】【マレーシア】

シンガポール港 合計

32 32

【シンガポール】

注）諸外国の港において、その国の中でバース数が最大の港のうち、我が国合計の17バースを上回る港については、青字で表記している。

出典）Ports & Terminals Guide2019、国際輸送ハンドブック（2020版）、中国港口年鑑（2019版）、韓国港湾業務便覧（2019版）、各港HP等

国土交通省港湾局資料より国土政策局作成

タンジュン
ペラパス港

クラン港 合計

10 11 21

香港港 香港港を含む合計

19 127

LA（ロサンゼ
ルス）港

LB（ロング
ビーチ）港

合計

15 7 22

【米国】

コンテナターミナルの岸壁数（水深16ｍ以深）
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ロンドン（５）
ﾋｰｽﾛｰ・ｽﾀﾝｽﾃｯﾄﾞ・ﾙｰﾄﾝ
ｶﾞﾄﾞｳｨｯｸ・ｼﾃｨ
255都市
（国際243、国内12）

フランクフルト国際
100都市
（国際92、国内8）

ミュンヘン（１）
ミュンヘン
86都市
（国際75、国内11）

上海（２）
浦東、虹橋
183都市
（国際44、国内139）

香港（１）
香港国際
64都市
（国際64、国内0）

チャンギ国際
89都市
（国際89、国内0）

ドバイ（1）
ドバイ
113都市
（国際113、国内0）

北京（３）
北京首都、北京大興（※1）、
南苑（国内のみ）
192都市
（国際45、国内147）

ソウル（２）
仁川、金浦
98都市
（国際93、国内5）

ニューヨーク（３）
JFK、ﾆｭｰｱｰｸ、ﾗｶﾞｰﾃﾞｨｱ
196都市
（国際87、国内109）

パリ（２）
ｼｬﾙﾙﾄﾞｺﾞｰﾙ、ｵﾙﾘｰ
240都市
（国際213、国内27）

都市名(空港数)
対象空港
就航都市数
（国際、国内）

総発着回数
[万回／年]

国際

国内

フランクフルト（１）

シンガポール（１）

※乗り継ぎ客は含まず

総旅客数
[百万人／年]

世界各都市内の空港の就航都市数・発着回数・旅客数

（出典）
ACI Annual World Airport Traffic Dataset, 
2020 Edition:発着回数、旅客数
ＯＡＧ時刻表：就航都市数
（2020年3月29日～4月4日の定期旅客便のデータ）

119 179

(167)

51 70

(63)

42 48

(38)

65
56

97

(75)

128 140

(51)

70
108

(92)

(86)
37

86
39

68

(68)

43
71

(71)

78

(34)

122

凡例

108（※2）

※1：2019年9月25日開港。
今後段階的に処理能力増加予定。

※2：総旅客数における内際の内訳は不明。

今後の増加予定分

令和2年3月29日
からの空港処理能力

東京（２）
成田、羽田
136都市
（国際87、国内49）

＋17

83
130

100

(55)

出典：航空局資料より国土政策局作成 8

 首都圏空港は、容量面ではアジア諸国の主要都市トップクラスであるが、国際線旅客数等の増加のため
更なる容量拡大が必要。

 今後、成田空港のＣ滑走路新設等により首都圏全体の発着容量が年間１００万回に拡大すれば、国際
線旅客数等の増加が見込まれる。



インフラ等の老朽化

出典：社会資本整備審議会 第４４回計画部会資料（令和2年4月30日）より国土政策局作成

 高度経済成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道、港湾等について建設後50年以
上経過する施設数が加速度的に上昇。
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【建設後50年以上経過する施設】

■２０１８年３月 ■２０２３年３月 ■２０３３年３月

■深刻化するインフラの老朽化



市町村における技術系職員数

出典：社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会 第27回（第3期第9回）社会資本メンテナンス戦略小委員会（令和3年12月）資料より
国土政策局作成
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 我が国のインフラの多くを管理している市町村では、土木部門全体の職員数が減少 し、全国の４分の１
の市区町村は技術系職員が配置されていないなど、メンテナンスに携わる 人的資源が不足している。



【参考】 道路に関する将来像 （2040年） ①

11出典：社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会「2040年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～」（令和2年6月）より国土政策局作成



【参考】 道路に関する将来像 （2040年） ②

12出典：社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会「2040年、道路の景色が変わる ～人々の幸せにつながる道路～」（令和2年6月）より国土政策局作成



【参考】 港湾に関する将来像 （2030年）

13出典：交通政策審議会港湾分科会「港湾の中長期政策「PORT 2030」」（平成30年7月）より国土政策局作成



【参考】 第2次交通政策基本計画（～2025年度） 抜粋①

基本的方針B 我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネットワーク・システムへの強化

14出典：第２次交通政策基本計画（令和３年５月）より国土政策局作成



【参考】 第2次交通政策基本計画（～2025年度） 抜粋②

15

基本的方針B 我が国の経済成長を支える、高機能で生産性の高い交通ネットワーク・システムへの強化

出典：第２次交通政策基本計画（令和３年５月）より国土政策局作成



【参考】 第5次社会資本整備重点計画 （～2025年度）

16

重点目標２：持続可能なインフラメンテナンス 凡例：KPI

出典：第５次社会資本整備重点計画 （令和３年５月）より国土政策局作成
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新技術の実装化の計画（自動運転）

出典：内閣官房 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ２０２１」資料より国土交通省国土政策局作成

自動運転システムの市場化・サービス実現のシナリオ

18

 官民ITS構想・ロードマップ２０２０においては、「2025 年目途に高速道路でのレベル４の自動運転シ
ステムの市場化、物流での自動運転システムの導入普及、限定地域での無人自動運転移動サービ
スの全国普及等を目指す」こととしており、官民ITS構想・ロードマップ２０２１において、2030年のモビリ
ティ社会の実現目標を「国民の豊かな暮らしを支える安全で利便性の高いデジタル交通社会を世界
に先駆け実現する」こととしている。



主要国におけるＧＤＰの推移

出典：第8回交通政策基本計画小委員会資料より国土政策局作成 19

（出典）Economic Outlook No 103 - July 2018 -
Long-term baseline projectionsより作成。
（注1）ＧＤＰの単位は、ドルベースの購買力平価。
（注2）本資料はＯＥＣＤ加盟国（36か国）と非
OECD加盟国（10か国）からなり、ＧＤＰの合計 額
は世界経済の82％に相当（2018年時点）。

 日本のGDP※は、1999年に中国、2009年にインドを下回り、世界第4位の水準。
 中国やインドのGDPは著しく増加しており、世界全体に占める日本のGDPの割合は、今後とも相対的に低下

※購買力平価GDP



アジアを中心とした貿易の拡大

 アジアを中心として、世界の貿易及びそれに伴う国際物流が近年急速に拡大しており、我が国の貿易相手国
も中国をはじめとしたアジアにシフトしている。

出典：国土交通省「第１回2020年代の総合物流施策大綱に関する検討会」資料より国土政策局作成
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訪日外国人旅行者数の推移

21

 2019年（令和元年）の訪日外国人旅行者数は、3,188万人（対前年比2.2％増）と前年に続き3,000万人を突破 し、
過去最高を記録した。

 訪日外国人旅行者数の内訳は、アジア全体で2,637万人（全体の82.7％）となった。また、中国では 950万人を、
欧米豪では400万人を、東南アジアでは350万人をそれぞれ初めて突破した。

出典：観光庁「第１回アフターコロナ時代における地域活性化と観光産業に関する検討会」（令和３年11月25日）資料より国土政策局作成



老朽化設備の保全状況

 我が国の主要インフラの予防保全率をみると、国土交通省管轄のものでも合計2割程度しか着手・完了
しておらず、都道府県や市区町村、高速道路会社管轄では僅か2～3％にとどまる。

（備考）
１．国土交通省「令和元年度道路メンテナンス年報」により作成。
２．2014～2018年度における1巡目点検において、判定区分Ⅱ（予防保全の観点から措置を講ずることが望まし い状態）とされた施設数が母数。
３．図の（ ）内の数字は、各道路管理者が管理する予防保全措置が必要な施設数。
４．道路附属物等には、シェッド、大型カルバート、横断歩道橋、門型標識等が含まれる。

出典：令和３年度経済財政白書より国土政策局作成 22



都道府県別インフラ維持コスト

 地方では、人口要因が一人当たりコスト増の大きな要因になっている。

出典：令和３年度経済財政白書より国土政策局作成

都道府県別の１人当たりインフラコスト

インフラコスト増加（予防保全時）の要因分解

（備考）
1. 内閣府「社会資本ストック推計」、「国民経済

計算」、国土交通省「国土交通省所管分野に
おける社会資本の 将来の維持管理・更新費

の推計」、総務省「人口推計」、国立社会保
障・人口問題研究所「日本の将来推計 人口
（平成29年推計）」により作成。

2. 都道府県別1人当たりインフラコスト（上段）は、
以下の方法で試算。

① 一般政府固定資産（除く機械・設備、防衛

装備品、知的財産生成物）の前年比を用い
て、2015年以降の粗資本ストック額を延伸。

② 2018年の粗資本ストック額の都道府県別
のシェアを、国土交通省が推計した2018年
及び2038年の維持管理・更新費の最大値

に乗じることにより、都道府県別の維持管
理・更新費を試算。

③ 2035年と2040年の推計人口を線形補完
することで2038年の総人口を推計した上で、

②で試算した都道府県別の維持管理・更新
費を、2018年及び2038年の総人口で除す
ることで、1人当たりの費用を試算。

3. インフラコスト増加（予防保全時）の要因分解
（下段）にあたって生じた交差項は等分し、維
持更新費要因と人口要因に同額を加算。

23



インフラの維持管理に携わる建設系技術者の推計

出典：総務省「国勢調査報告（平成27年）」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成27年）における、出生中位（死亡中位）推計をもとに国土交通省国土政策局作成
（ 注 ）インフラの維持管理に携わる建設系技術者は、「国家公務員」、「地方公務員」、「土木建築サービス業」の「建築技術者」、「土木・測量技術者」を抽出
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（人）

【1995年から2015年と同様に推移した場合】

216,700 216,700

74,100

127,000

【2010年から2015年と同様に推移した場合】

約7割減少

約4割減少

24

 インフラの維持管理に携わる建設系技術者は、1995年から2015年と同様に推移した場合、約７
割減少する可能性がある。一方、2010年以降は、60歳以上の退職率が低下しており、2010年か
ら2015年と同様に推移した場合では、約４割減少にとどまる可能性がある。
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全国ミッシングリンクの整備

出典：社会資本整備審議会道路分科会幹線道路部会 持続可能な国土幹線道路システムの構築に向けた取組 中間とりまとめ（2020年9月25日）より国土政策局作成
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 高規格幹線道路等の未整備区間の整備を推進し、都市間移動の速達性を高める。



ICT交通マネジメントの展開

出典：国土交通省道路局・都市局「令和4年度道路関係予算概要（令和4年1月）」より国土政策局作成

27

 ETC2.0等のビッグデータを活用し、交通状況の常時観測体制の構築を目指すとともに、日常的に繰り
返される渋滞や、災害・イベント・大規模更新等に起因する渋滞に対して、データに基づいたソフト対策を
関係者との協力体制を構築した上で推進。



全国の道路網における自動運転の展開

出典：社会資本整備審議会道路分科会第76回基本政策部会（令和3年12月）資料より国土政策局作成

 自家用車のACC等の運転支援機能は、技術開発によりサービスの幅が広がる一方、走行環境によって
は十分に機能を発揮できない状況が存在。

 その要因の中には、車載センサで検知困難な遠方の交通状況の把握や、区画線のかすれ等の課題も
含まれており、道路側の対応により自動運転機能の適用範囲が飛躍的に拡大する可能性。
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全国の新幹線鉄道網の整備状況と計画

出典：鉄道局資料より
国土政策局作成
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令和5年(2023年)度末完成に向けて
最大限努力

平成9年(1997年)10月開業

九州新幹線
（鹿児島ルート）

平成23年(2011年)3月開業

九州新幹線
（西九州ルート）

武雄温泉･長崎間〈66km〉

中央新幹線

品川･名古屋間〈286km〉名古屋･大阪間

令和9年(2027年)完成予定平成16年(2004年)3月開業

令和4年(2022年)秋頃完成予定

新函館北斗･札幌間〈212km〉

北海道新幹線

令和12年(2030年)度末完成予定

東北新幹線

平成22年(2010年)12月開業

平成14年(2002年)12月開業北陸新幹線

金沢･敦賀間〈113km〉

令和27年(2045年)から
最大8年間完成前倒し予定

平成28年(2016年)3月開業

○その主たる区間を列車が時速２００km以上の高速で走行できる幹線鉄道。
○（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設・保有し、営業主体（JR）に

対し施設を貸付け（上下分離方式）。

整備新幹線とは、「全国新幹線鉄道整備法」に基づく昭和48年(1973年)
の「整備計画」により整備が行われている以下の５路線のことをいう。

北海道新幹線 青森 - 札幌間

東北新幹線 盛岡 - 青森間

北陸新幹線 東京 - 大阪間

九州新幹線（鹿児島ルート） 福岡 - 鹿児島間

九州新幹線（西九州ルート） 福岡 - 長崎間

凡 例

既設新幹線

整備計画路線（開業区間）

整備計画路線（建設中区間）

整備計画路線（未着工区間）

中央新幹線

基本計画路線

ミニ新幹線

平成27年(2015年)
3月開業

大宮
東京

長崎

博多

八戸

新青森

新函館北斗

札幌

長野
高崎

敦賀

新大阪

新潟

盛岡

新鳥栖 名古屋 品川

武雄温泉

新八代

鹿児島中央

室蘭

長万部

秋田

鳥取
松江

高松

高知

松山

大分
熊本

宮崎

徳島

福島

岡山

旭川

新庄

山形

大曲

新下関

金沢



内航フェリー・RORO船を活用した複合一貫輸送ネットワークの構築

出典： 港湾局資料より国土政策局作成 30

 トラックドライバーの需給が厳しくなることが想定されるなか、国内物流を支える手段としてのフェリー・RORO船の役
割が注目され、新規航路の就航や船舶の大型化等が進展しており、合わせて必要なターミナルの機能強化を実施。

○フェリー・RORO船の大型化の動向

フェリー・RORO船の平均船型※２

総トン数 2000年 2020年

フェリー 約10,000トン 約11,000トン

RORO船 約5,400トン 約11,000トン

※１ フェリーについては、300km以上の長距離航路のみ記載

※２ フェリーについては、100km以上の中長
距離航路を航行する船舶を対象。
フェリー・RORO船とも離島航路を除く。

出典：海上定期便ガイド、内航船舶明細書、
日本船舶明細書を基に国交省港湾局作成



自動運航船の実用化に向けたロードマップ

出典： 交通政策審議会海事分科会海事イノベーション部会「自動運行船の実用化に向けたロードマップ（平成30年6月）」より国土政策局作成 31

 世界的な自動運航船への関心の高まりを受けて、2018年6月、交通政策審議会海事分科会海事イノ
ベーション部会において、実用化に向けたロードマップが取りまとめられた。

→2025年までの自動運航船の実用化を目指す。



交通物流拠点からネットワークへのアクセス強化

32

 交通・物流拠点等から高速道路等のネットワークのアクセス性の向上を図るため、スマートICやアク
セス道路を整備。

出典：国土交通省道路局・都市局「令和4年度道路関係予算概要（令和4年1月）」より国土政策局作成



日本版MaaS推進・支援

出典： 内閣官房「第2回デジタル田園都市国家構想実現会議（令和3年12月28日）」関連資料より国土政策局作成 33

 日本版MaaSを複数地域で推進。



物流DXや物流標準化の推進

出典：総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要より国土政策局作成 34

物流デジタル化の強力な推進 物流標準化の取組の加速

 物流DXや物流の標準化を推進。



労働力不足対策と物流構造改革の推進

出典：総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）概要より国土政策局作成 35

労働生産性の改善に向けた
革新的な取組の推進

農水産物・食品等の物流合理化

 労働力不足対策のため、労働生産性の向上や物流構造改革を推進。



ダブル連結トラックの利用促進

36

 物流を支えるドライバーの労働環境改善のため、休憩施設の駐車マスの拡充や中継輸送の普及に
向けた取組、省人化のための「ダブル連結トラック」の普及に向けた取組を促進。

出典：国土交通省道路局・都市局「令和4年度道路関係予算概要（令和4年1月）」より国土政策局作成



37

１．現行計画の目標と現状【P2～16】

２．将来の懸念【P17～24】

４．対応の方向性【P25～53】

（１）地域間の円滑な交通の確保への対応（P25～36）

（２）海外との円滑な交通の確保への対応（P37～43）

（３）交通インフラの機能保持への対応（P44～53）



首都圏空港の機能強化

出典：第９回交通政策審議会航空分科会 配付資料（令和２年２月21日）より国土政策局作成 38

 2018年３月の地元合意に基づき、成田空港の機能強化を実施。2028年度末の供用を目指して整
備を進める。

 これらの取組を進め、2020年代後半における首都圏空港の発着容量を約100万回に拡大する。



空港経営改革の推進

39

 空港コンセッションは、民間によるスピード感ある経営により、路線誘致、活性化投資、アクセス改善
等を通じて、旅客数の増加・地域経済の活性化に寄与している。

 民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律（民活空港運営法）に基づき、民間に
よる空港の一体経営（航空系事業と非航空系事業の経営一体化）を実現し、着陸料等の柔軟な
設定等を通じた航空ネットワークの充実、内外の交流人口拡大等による地域活性化を図る。

出典：令和4年度 航空局関係予算概要より国土政策局作成



国際コンテナ戦略港湾の機能強化

出典： 港湾局資料より国土政策局作成 40

国際コンテナ戦略港湾：我が国の国際コンテナ港湾の競争力強化を図るために平成22年(2010年)8月に選定された港湾。
具体的には京浜港と阪神港の２港。



国際バルク戦略港湾の機能強化

41出典： 港湾局資料より国土政策局作成 

 我が国は、産業や国民生活に不可欠な資源・エネルギー・食糧を海外からの輸入に依存。これらのばら
積み （バルク）貨物を輸送する船舶は世界的に大型化が進展しているが、我が国の岸壁は、近隣諸国
と比較して古く、水深が浅い傾向にあり、各港湾毎に中型船による非効率な海上輸送が行われている。

 このため、大型船が入港できる港湾を拠点的に整備し、企業間連携による大型船を活用した共同輸送
を促進することで、国全体として効率的な資源・エネルギー・食糧の海上輸送網の形成を図る。

 港を通じてこれらの物資の安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競争力の強化、雇用と
所得の維持・創出に寄与する。

釧路港国際物流ターミナル（平成31年3月供用開始）



「ヒトを支援するAIターミナル」の実現

出典： 港湾局資料より国土政策局作成 42

 港湾物流手続の電子化を図る「サイバーポート」の構築及びコンテナターミナルのゲート処理を効率
化するCONPASなど「ヒトを支援するAIターミナル」の各種取組を推進するとともに、両者の連携を強

化し、港湾物流全体の生産性向上を目指す。

荷主 陸運 ＣＴ 税関

S/I 船腹予約
空PUO

I/V P/L

・・・海貨 船会社 海貨 海貨 通関

許可申請

NACCS（※）

搬入票

デジタル情報の連携・利活用

サイバーポート
(令和3年4月1日運用開始）

データ連携

※NACCS（輸出入・港湾関連情報処理システム）

＜業種毎の情報伝達手法＞

8.9%

29.4%60.6%

1.2%
荷主

13.5%

25.5%60.5%

0.4% 海貨

38.4%

20.6%

39.9%

1.1%
外航船社

30.2%

19.8%

47.5%

2.4%
陸運

現状



クルーズを安心して楽しめる環境づくりへの取り組み

出典： 港湾局資料より国土政策局作成 43

 国土交通省において、感染症や危機管理の専門家等の意見を聞きながら、クルーズの安全・安心の
確保に関する検討・中間を実施し、令和２年９月１８日に中間とりまとめを公表。

 上記中間とりまとめの公表に合わせて、関係業界が、国内クルーズを対象としたクルーズ船及び受
入港の感染症対策に関するガイドラインを策定。

 各ガイドライン等に基づき、寄港地における受入体制の構築、クルーズ船の寄港検討が実施されて
いる



44

１．現行計画の目標と現状【P2～16】

２．将来の懸念【P17～24】

４．対応の方向性【P25～53】

（１）地域間の円滑な交通の確保への対応（P25～36）

（２）海外との円滑な交通の確保への対応（P37～43）

（３）交通インフラの機能保持への対応（P44～53）



予防保全の効果

出典：第27回（第3期第9回）社会資本メンテナンス戦略小委員会（令和3年12月）資料より国土政策局作成

 平成30年に今後30年間の維持管理・更新費の推計を行った結果、事後保全から予防保全に転換す
ることで30年後の維持管理・更新費を約5割、30年間合計で約3割の維持管理・更新費を縮減できるこ
とが明らかになった。

45



施設の廃止・除却や機能転換等を行う集約・再編の取組

46

 施設の廃止・除却や機能転換等を行う集約・再編の取組として、既存ストックを活用したふ頭機能の再
編・効率化を実施。

出典： 第27回（第3期第9回）社会資本メンテナンス戦略小委員会資料（令和3年12月）より国土政策局作成



技術的支援（ＰＰＰ／ＰＦＩの取組）

出典： インフラ長寿命化計画（行動計画）のフォローアップ（令和3年10月）より国土政策局作成 47

 国土交通省では、インフラの維持管理等にあたって、官民連携手法の導入について検討を行う地方公
共団体に対して支援を実施している。

 支援を通じて、導入に際しての課題やその対応方針を明らかにするとともに、得られた知見を横展開す
るなど効率的な維持管理手法の普及を図る。

【支援対象】

国土交通省所管のインフラであって利用料金を徴収しないもの（道
路、橋梁、河川、公園等）の維持管理に係る官民連携事業のうち、以
下のいずれかの導入を検討する地方公共団体

①指標連動方式※を活用する事業
※PFI契約等（包括的民間委託契約等を含む）のうち、インフラの機能や持続性に対
応した指標を設定し、民間事業者に委託等した際に支払う額等の一部又は全部
が、当該指標の達成状況に応じて決まる事業を指す。

②分野横断のインフラを対象とする包括的民間委託、修繕を含むPFI
事業等

【支援内容】

国土交通省が委託したコンサルタントを地方公共団体に派遣し、
官民連携事業を導入するにあたり必要となる調査・検討等を支援

【令和3年度支援自治体】
富山市（富山県）、尼崎市（兵庫県）、周南市（山口県）、長崎県、
玉名市（熊本県）

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_000006.html

※上記の三条市の事例等を踏まえ、包括的民間委託の導入を検討するプロセスの一例と
支援先における検討内容を整理し取りまとめた資料を以下に掲載

 インフラの維持管理に係る官民連携事業の
導入検討支援（令和2年度～）

【維持管理分野に関する支援の事例】

○三条市（新潟県）

『地域維持型社会インフラ包括的民間委託の改善検討調査』

＊図は第1期時点のもの
出典：「地域維持型社会インフラ包括的

民間委託の改善検討調査報告書」
（平成31年3月 三条市）

・事業実施に係る課題の整理 ・マーケットサウンディング
・スキーム、進め方の検討 ・関係者との調整 等

【支援対象】

国土交通省の所管する事業であり、先導的な官民連携事業を実施しよう
とする地方公共団体等

【支援内容】

官民連携事業の導入・実施に向けた検討（導入可能性調査、デューデリ
ジェンス等）にかかるコンサルタント等の専門家への調査委託費を助成

全額国費による定額補助（上限2,000万円）
※都道府県及び政令指定都市は、コンセッション事業に関するものを除き、補助率１／２、上限1,000万円

第1期における事業範囲（道路・公園・
排水路の維持管理修繕業務）等の見
直しを行い、橋梁・消雪パイプ点検業
務の追加、対象エリアの拡大や契約
期間の拡大等を反映した第2期の包括
的民間委託事業を実施。

 先導的官民連携支援事業（平成23年度～）



技術職員の充実等（市町村支援・中長期派遣体制の強化）

48

 都道府県等が技術職員を増員し、平時に技術職員不足の市町村を支援するとともに、大規模
災害時の中長期派遣要員を確保。

出典： 総務省資料より国土政策局作成



技術的支援（地域一括発注の取組（道路事業））

出典： インフラ長寿命化計画（行動計画）のフォローアップ（令和3年10月）より国土政策局作成 49

 市町村の人不足・技術力不足を補うために、市町村が実施する点検・診断の発注事務を都道
府県等が受委託することで、地域一括発注を実施。

 令和2年度は33道府県（464市町村）が地域一括発注を活用。

【イメージ図】

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

都道府県等による受託

国・県にてニーズを取りまとめ

・市町村のニーズを踏まえ、
地域単位での点検業務の一括発注等の実施

【手続きの流れ】

・国、都道府県にて市町村の意向調査を実施し、
点検数量をとりまとめた上で、点検業者へ発注



包括的民間委託の導入検討（維持管理分野に係る官民連携手法の導入）

50

 インフラの維持管理における包括的民間委託は、特に下水道を除くとまだ十分に広がっていると
は言えないことから、導入について検討を行う地方公共団体に対して支援を実施している。

 支援を通じて、導入に際しての課題やその対応方針を明らかにするとともに、得られた知見を横
展開するなど効率的な維持管理手法の普及を図る。

出典： 第27回（第3期第9回）社会資本メンテナンス戦略小委員会資料（令和3年12月）より国土政策局作成



【モノのデジタル化】地域建設産業の生産性向上及び持続性の確保

51出典： インフラ分野のデジタル・トランスフォーメーション（DX）施策一覧（令和3年2月）より国土政策局作成



技術的支援（老朽化対策に資する新技術の開発・導入の推進）

出典： インフラ長寿命化計画（行動計画）のフォローアップ（令和3年10月）より国土政策局作成 52

 非破壊検査技術やロボット技術等の新技術やＩＴの活用により、インフラ管理の安全性、信頼性、効率
性の向上を実現。

 点検・診断技術、社会インフラのモニタリング技術、次世代社会インフラ用ロボット等の老朽化対策に資する新技術
について、以下の取組みを通じて直轄工事での先導的な導入を進め、地方公共団体への普及も促進。
 テーマを設定し、当該テーマに関連する類似技術を公募した上で現場実証等を実施し、特徴を明確にした技

術比較表を作成・公表
 マッチングイベント等を通じ、現場のニーズと開発者等の技術シーズをマッチングさせ、成立した案件について

現場試行等を実施し、その結果を公表

（支援策の具体的内容）

（支援策のイメージ）

センサー

センサー

センサー

センサー

センサー

基準点（緯度経度）

例：事務所で
データ取得

例：損傷が大きい箇所等
における変位等の監視

社会インフラのモニタリング技術 次世代社会インフラ用ロボット点検・診断技術の開発・導入

高解像度カメラやレーザースキャナに
より、堤防の変状、沈下等を把握する
など、点検の高度化・効率化を図る。

デジタルカメラ
GPSアンテナ

IMU

レーザスキャナ

堤防の変状（はらみ）

当初断面

現地にて、はらみだしを確認

○橋梁

・近接目視を支援
・打音検査を支援
・点検者の移動を支援

○トンネル

○水中（河川、ダム）

・近接目視を代替・支援
・堆積物の状況を把握

・近接目視を支援
・打音検査を支援
・点検者の移動を支援



国土交通データプラットフォームの構築

出典： 第4回国土交通省インフラ分野のDX推進本部（令和3年11月）資料より国土政策局作成 53


